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1.各国新聞の信頼度評価、
ニュース視聴の利用媒体

― 新聞の情報信頼度、タイ、米国、フランス、英国で低下
　まず各国の新聞情報信頼度の結果から見てみ
よう。新聞の情報を全面的に信頼している場合
は100点、全く信頼していない場合は0点、普通
の場合は50点として点数をつけてもらった。た
だし米国は、現地調査機関の提言に従い0〜10
点で質問したので、集計時に回答数値を10倍し
た。この質問は第1回調査から続けて聞いてお
り、結果の平均値の経年比較を示したのが図表1
である。タイが60.5点で前回より1.2点の低下、

米国が53.8点で1.1点の低下、フランスが53.4
点で2.3点の低下、韓国が52.7点で0.8点の上
昇、英国が44.4点で1.7点の低下となっている。
今回新たに調査したインドは66.9点、ロシアは
46.9点となっている。当質問は前述の国内で7
月に実施した「メディアに関する全国世論調査」
でも聞いており、その結果は65.9点となっている。
　最近は「ニュース」に接触するための媒体とし
て、インターネットの台頭が著しく、もはや従
来型メディアの新聞・テレビ・ラジオをしのぎ、
その流れは加速していると実感することが多い
状況だ。以下、SNSの利用実態なども含め、ニュー

第11回「諸外国における対日メディア世論調査」

結果の概要

　公益財団法人新聞通信調査会（理事長 西沢豊）は、2024年11月〜12月、米国、英国、フラン
ス、韓国、タイ、ロシア、インドの7カ国を対象に「第11回諸外国における対日メディア世論調査」
を実施しました。調査は、米国は電話調査とWEB調査の併用、英国、フランス、韓国、ロシア
は電話法、タイ、インドは面接法で行い、各国とも約1,000人から回答を得ました。回答者の性
別・年代別構成は各国の人口構成に近い比率に割り当てられています。
　「対日メディア世論調査」は2015年から年1回、6カ国で行っていましたが、昨年度から中国で
の調査が実施できなくなりました。今年度は新たにロシアとインドを加えて調査を行いました。
設問は各国共通の全11問で、調査を実施したすべての国で漏れなく回答を得ることができまし
た。具体的な質問項目は大きく分けて、①各国新聞の信頼度評価、ニュース視聴の利用媒体、②
日本に関する報道、③日本及び調査各国間の好感度、④世界の課題及び核兵器についての意識、
⑤知っている日本人―の全5分野です。上記①〜④はあらかじめ設定した選択肢から選んでもら
い、⑤は具体的な人名を挙げてもらいました。また、当調査で設定した質問のうちの幾つかは、
当調査会が毎年日本全国で実施している「メディアに関する全国世論調査」でも聞いています。
該当質問では直近調査（2024年7月実施）の結果を図表内に表記しているので適宜参照してくだ
さい。ただし、「諸外国における対日メディア世論調査」と数値を比較する際には、調査手法や全
体的な質問構成が異なることに留意する必要があります。調査結果の概要は以下の通りです。
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スとの接触状況や意識を紹介する。まず、ニュー
ス視聴の利用媒体では、米国、韓国はインター
ネットのニュースサイト、英国、フランス、イ
ンドはテレビ、タイ、ロシアはSNS（Facebook、
Xなど）が、それぞれ1位となっている。2位には
米国、韓国、タイ、ロシアはテレビ、英国、フ
ランスは新聞、インドはSNSが続いている。新
聞は英国、フランスで2位となっているが、イン
ドで3位、米国、韓国、タイ、ロシアで4位となっ
ている（図表2）。
　新聞を紙面で読むか、電子版・オンラインで
読むかについては6年前の第5回調査から尋ねて
いる。新聞を読む人のうち、インドを除く6カ

国で「電子版・オンラインのみ」が「紙面のみ」や
「両方」よりも多くなっている。「電子版・オンラ
インのみ」は、韓国では昨年度より18ポイント
の増加となっている。インドは、「紙面のみ」が
56.8%と過半数を占めている。
　ニュース接触におけるインターネットの
ニュースサイトやSNSの台頭が調査結果からも
明らかになったが、一方で、フェイクニュース
の拡散が大きな問題となっている。人々はイン
ターネット上でニュースに触れるとき、どれだ
けニュースの信ぴょう性に気を配っているのだ
ろうか。インターネットのニュースを見る時に、
ニュースの出所を気にするか尋ねたところ、イ

図表２　ニュース視聴の利用媒体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （%）

１位 ２位 ３位 ４位 ５位 ６位

米国
インターネットの
ニュースサイト

テレビ
SNS

（Facebook、Xなど）
新聞 ラジオ 雑誌

61.8（60.0/63.3）59.6（61.8/61.9）56.2（50.8/51.0）47.2（48.5/49.7）30.0（31.7/33.6） 8.2（9.3/10.8）

英国
テレビ 新聞

SNS
（Facebook、Xなど）

ラジオ
インターネットの
ニュースサイト

雑誌

56.5（62.1/62.6）52.0（53.1/56.9）49.5（47.3/49.0）38.9（41.9/49.9）33.7（36.9/35.4）8.7（11.2/11.3）

フランス
テレビ 新聞 ラジオ

SNS
（Facebook、Xなど）

インターネットの
ニュースサイト

雑誌

65.7（69.6/75.9）59.9（63.9/67.2）58.7（61.6/67.6）46.4（46.3/43.7）46.4（46.0/45.0）24.1（24.8/31.1）

韓国
インターネットの
ニュースサイト

テレビ
SNS

（Facebook、Xなど）
新聞 ラジオ 雑誌

58.4（57.4/59.5）55.7（62.2/65.8）31.1（31.6/32.6）20.5（25.1/28.8）9.6（13.8/12.5） 2.2（2.3/4.2）

タイ
SNS

（Facebook、Xなど）
テレビ

インターネットの
ニュースサイト

新聞 ラジオ 雑誌

90.8（92.3/94.3）66.1（59.1/85.3）61.2（57.5/53.2）16.1（7.4/12.2） 6.8（3.5/8.8） 2.2（1.1/1.0）

ロシア
SNS

（Facebook、Xなど）
テレビ

インターネットの
ニュースサイト

新聞 ラジオ 雑誌

59.2 44.1 43.4 12.6 10.7 3.6

インド
テレビ

SNS
（Facebook、Xなど）

新聞
インターネットの
ニュースサイト

雑誌 ラジオ

68.3 42.5 37.5 10.1 6.5 3.4

※（　）内は、左から第 10 回調査、第 9 回調査の結果

図表１　新聞の情報信頼度
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ンドを除く6カ国で「気にする」（「いつも気に
する」と「まあ気にする」の合計）が、「気にしな
い」（「全く気にしない」と「あまり気にしない」の
合計）を上回っている。「気にする」と答えた人
は、フランスが86.7%で最も多く、次いで米国
85.4%、タイ84.5%と8割台となっている。以下、
英国が70.3%、韓国が67.2%、ロシアが58.3%
となっている。そのうち、「いつも気にする」の
はフランスが64.3%で最も多く、次いで米国が
49.3%、英国が43.3%となっている。インドで
は「気にする」の割合が44.7%にとどまっている。
昨年7月に新聞通信調査会が実施した「メディア
に関する全国世論調査」では、「気にする」と答え
た人が45.9%、そのうち「いつも気にする」のは
12.5%となっている。

2.日本に関する報道
― 日本についての報道、「科学技術」に期待
　日本のことが報道されると関心を持って見聞
きするか否かについては、関心層（「とても関
心がある」と「やや関心がある」の合計）はタイで
81.6%と最も高く、次いで韓国で68.1%となっ
ている。以下、ロシア61.1%、米国55.9%、フ
ランス52.7%、英国33.8%、インド26.2%となっ
ている。韓国について時系列に見ると、第9回、
第10回調査と上昇を続けていたが、今回調査で
は10ポイント低下している（図表3）。
　では、日本についてどのようなことを報道し
てもらいたいと思っているのか、自国のメディ
アに期待する内容を尋ねた。1位はタイを除く6

カ国で「科学技術」、タイは「観光情報」が挙げら
れている。2位には、米国、フランス、インドは「国
際協力や平和維持活動」、英国は「生活様式や食
文化」、韓国は「政治、経済、外交政策」、タイは

「科学技術」、ロシアは「観光情報」が続いている。

3.日本及び調査各国間の好感度
― 韓国の対日好感度、今回は微減
　当調査では、第2回調査（2016年）から日本お
よび調査各国間の好感度についても質問してい
る。今回調査では、インドとブラジルに対する
好感度も追加して尋ねている。
　まず日本に対する好感度（「とても好感が持て
る」と「やや好感が持てる」の合計）については、
タイで最も高く93.1%、次いで米国87.8%、英
国81.4%、フランス80.0%、ロシア69.0%、イ
ンド59.2%となっている。前回と比較すると、
英国は10.3ポイント、米国は7.4ポイントの上
昇となっている。韓国は過去最高の前回より3.4
ポイント低下して40.6%となっている。
　日本を除いた相互好感度について見ると、各
国の好感度が高い上位3位は、米国が日本、自国、
英国、英国が日本、自国、タイ、フランスが自国、
日本、英国、韓国が自国、米国、英国、タイが自国、
日本、英国、ロシアが自国、中国、インド、イ
ンドが自国、米国、日本となっている。前回か
らの変化を見ると、日本、中国、韓国に対する
好感度は米国と英国で5ポイント以上、上昇し
ている。英国は、フランス、タイに対しても5ポ
イント以上、上昇している。米国に対する好感

図表３　日本のことが報道されると関心を持つか

20

30

40

50

60

70

80

90

100

第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回 第7回 第8回 第9回 第10回 今回

タイ

韓国

ロシア

米国

フランス

英国

インド

（%）
94.1 94.1 94.1 

84.2 84.2 84.2 
79.9 79.9 79.9 80.3 80.3 80.3 

91.3 91.3 91.3 

77.1 77.1 77.1 
77.3 77.3 77.3 

80.9 80.9 80.9 
76.5 76.5 76.5 78.0 78.0 78.0 

81.6 81.6 81.6 

63.4 63.4 63.4 
68.4 68.4 68.4 71.4 71.4 71.4 68.7 68.7 68.7 63.4 63.4 63.4 

75.3 75.3 75.3 

71.0 71.0 71.0 
64.5 64.5 64.5 74.4 74.4 74.4 77.9 77.9 77.9 

68.1 68.1 68.1 

61.1 61.1 61.1 

54.2 54.2 54.2 56.5 56.5 56.5 
60.5 60.5 60.5 53.8 53.8 53.8 58.0 58.0 58.0 58.2 58.2 58.2 

51.2 51.2 51.2 50.9 50.9 50.9 

58.4 58.4 58.4 

51.4 51.4 51.4 

55.9 55.9 55.9 

65.8 65.8 65.8 

63.1 63.1 63.1 

61.4 61.4 61.4 
65.4 65.4 65.4 

62.9 62.9 62.9 66.2 66.2 66.2 

67.6 67.6 67.6 
51.7 51.7 51.7 

54.5 54.5 54.5 

52.3 52.3 52.3 

52.7 52.7 52.7 56.7 56.7 56.7 58.8 58.8 58.8 

43.7 43.7 43.7 
47.9 47.9 47.9 

42.7 42.7 42.7 44.7 44.7 44.7 

29.4 29.4 29.4 

37.2 37.2 37.2 

30.6 30.6 30.6 

33.8 33.8 33.8 

26.2 



－ 4 －

－ 7146 － 中央調査報　No.815・令和 7年9月10日発行　■

度はフランスで12.0ポイント低下している。韓
国では英国、フランス、タイに対する好感度が5
ポイント以上、低下している（図表4）。
　ロシアの調査機関は、自国を取り巻く国際環
境を踏まえて、ロシア国内のみを対象に、トル
コ、イラン、北朝鮮、ウクライナに対する好感度
を追加調査した。これらはいずれもロシアとの関
係が深い国々である。トルコに対する好感度は
61.9%、イランは53.5%、北朝鮮は62.6%と、
いずれも半数を超えている。一方、ウクライナに
対する好感度は29.7%にとどまっている。興味
深いのは、韓国と北朝鮮に対する好感度の違い
である。全体としては、韓国が64.1%、北朝鮮
が62.6%と、ほぼと同程度の好感度が示されて
いる。しかし、年代別に見ると、若年層では韓国
に対する好感度が高く、高齢層では北朝鮮に対す
る好感度が高いという傾向が見られた（図表5）。

4.世界の課題及び核兵器についての意識
― 今後10年で「核使われる」、ロシアで7割
　1945年に広島・長崎に原爆が投下されて80
年がたつ。現在でも大量の核兵器が地球上に存
在し、核保有国が関わる紛争では多かれ少なか
れ核兵器使用の懸念が生じている。当調査では
今回トピック質問として核兵器をめぐる問題を
取り上げた。
　「核兵器は広島・長崎で使われたのを最後に
80年間使用されていないが、今後10年の間に、
再び使用されると思うか」と尋ねたところ、「使
用されると思う」がロシアで最も高く69.2%と
なっている。「使用されないと思う」は26.3%に
とどまり、43ポイントの差がついている。ロシ
アでの「使用されると思う」の回答割合は、他の
調査各国と比較してきわめて高い。「使用される
と思う」は、米国で47.5%、英国46.5%、タイ
45.6%、フランス41.1%、韓国40.6%、インド
24.9%である。一方、「使用されないと思う」は、
韓国53.6%、米国52.5%、フランス52.5%と5
割を上回っている。英国、タイでは「使用される
と思う」、「使用されないと思う」がほぼ同じ割合
で、意見が拮抗している。
　次に核兵器の取扱いについて尋ねた。ロシ
ア以外は「廃絶すべき」が「核保有はやむを得
ない」を上回っている。「廃絶すべき」はタイで
50.3%と最も多く、次いで、韓国45.8%、フラ

【今回】
対象国

日本 米 英 仏 ロシア 中国 韓国 タイ インド ブラジル

実　施　国

米 87.8 86.9 85.8 78.5 13.5 28.5 53.1 72.2 54.8 65.1 

英 81.4 61.4 79.4 72.1 15.4 38.6 45.8 73.4 66.4 68.1 

仏 80.0 56.4 78.2 82.2 24.8 36.8 62.6 66.2 49.5 62.3 

韓国 40.6 74.6 68.5 64.3 20.1 27.7 86.3 52.3 37.5 40.8 

タイ 93.1 84.0 90.3 82.5 38.9 67.4 69.6 97.6 23.9 54.4 

ロシア 69.0 38.3 38.3 47.9 93.7 88.5 64.1 70.2 75.0 74.3 

インド 59.2 63.2 45.6 52.0 54.8 28.8 41.7 46.1 87.8 49.6 

【今回－第 10 回】
対象国

日本 米 英 仏 ロシア 中国 韓国 タイ

実　施　国

米 7.4 -0.4 2.0 1.8 0.8 8.0 6.9 1.0 

英 10.3 0.6 2.3 5.1 3.0 14.1 5.3 11.9 

仏 -1.5 -12.0 -1.7 -3.5 1.6 2.7 1.0 -4.1 

韓国 -3.4 -1.1 -6.3 -5.8 -0.5 -2.9 0.3 -7.8 

タイ 2.0 3.2 3.1 4.5 0.3 4.3 2.9 1.1 

図表４　各国間の好感度－「好感が持てる」の回答比率 (%)

１位 ２位 ３位

5ポイント以上の上昇 5ポイント以上の低下

図表５　ロシアの北朝鮮、韓国に対する好感度（年代別） (%)

北朝鮮 韓国
全体 62.6 64.1
10 代 43.6 69.2
20 代 49.6 79.3
30 代 59.7 72.4
40 代 62.4 67.8
50 代 69.1 61.2
60 代 68.5 41.9

70 歳以上 79.3 43.7
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ンス45.3%、米国44.7%、英国43.6%、イン
ド41.6%となっている。ロシアは最も少なく、
27.8%である。他方、「核保有はやむを得ない」
はロシアが最も高く65.8%となっている。次い
で、韓国39.7%、英国39.2%、米国37.9%、フ
ランス29.5%、タイ20.3%、インド17.2%となっ
ている（図表6）。
　ウクライナ情勢をめぐり、ロシアはこれまでに
もたびたび核兵器の使用に言及してきた。当調
査では、ロシア国内でも核兵器の使用を容認す
る世論が高まりつつあることが明らかになった。
　ロシアの調査機関は、さらに踏み込んで、ウ
クライナ情勢における核使用について尋ねた。
この質問はロシア国内のみを対象にしており、
戦時下のロシアにおいて人々が核使用をどのよ
うに考えているのかを探るものである。
　「もしNATO加盟国がウクライナ側について
戦争に参加した場合、ロシアが核兵器を使用す
ることを正当化できると思うか」と尋ねたとこ
ろ、ロシアが核兵器を使用することを「正当化
できる」と回答した人は52.1%で半数を超えて
いる。一方、「正当化できない」と回答した人は

32.4%にとどまっている。逆に、ロシアが核兵
器で攻撃されることについても質問した。「もし
ロシアがNATO加盟国に侵攻した場合、NATO
加盟国がロシアに対して核兵器を使用すること
は正当化できると思うか」と尋ねたところ、ロシ
アに対して核兵器を使用することを「正当化でき
る」と回答した人は22.4%にとどまっている。一
方、「正当化できない」と回答した人は52.7%に
上っている（図表7）。
　ロシアでは、ウクライナ情勢の混迷の中で、敵
国に対する核兵器の使用は、やむを得ない選択
肢の一つだと見なされている。しかし、ロシアが
核攻撃を受けることについては、多くの人が正当
性を認めておらず、同じテーマでも、立場を変え
た質問では対照的な結果が浮き彫りとなった。
　昨年のノーベル平和賞は、被爆者の立場から
核兵器の問題に取り組んできた被団協（日本原水
爆被害者団体協議会）に授与され、その活動に注
目が集まっている。そこで当調査では、調査各
国で被団協の受賞がどれだけ認知されているか
質問した。
　2024年のノーベル平和賞が被団協に授与され

図表６　核兵器に対する意識図表６　核兵器に対する意識
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図表７　核兵器使用に対する意識（ロシア独自質問）

仮に、NATO 加盟国がウクライナ側について
戦争に参加した場合、ロシアが核兵器を使
用することを正当化できると思いますか。

もしロシアが NATO 加盟国に侵攻した場合、
NATO 加盟国がロシアに対して核兵器を使
用することは正当化できると思いますか。

1　正当化できる 52.1 22.4

2　正当化できない 32.4 52.7

3　NATO 加盟国はすでにロシアと交戦中である 1.0

4　答えるのは難しい 12.1 21.5

5　回答拒否 2.4 3.3
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たことを知っているか尋ねたところ、「ノーベル
平和賞は知っているが、被団協が受賞したこと
は知らない」を挙げた人は米国で最も高く80.7%
となっている。次いで、英国73.3%、ロシア
65.1%、韓国65.0%、フランス55.8%の順で高く、
いずれも50%を超えている。アメリカでは、原
爆の開発に関わった物理学者オッペンハイマー
を描いた映画が公開され、2024年のアカデミー
賞で作品賞をはじめとする最多7部門を受賞し、
大きな話題となった。しかし、その年のノーベ
ル平和賞が核兵器の問題に長年取り組んできた
被団協に授与されたことについて、知っている
人は少数にとどまった。

　タイとインドでは「ノーベル平和賞という賞自
体知らない」が最も多く、タイ42.5%、インド
38.7%となっている。次いで「ノーベル平和賞
は知っているが、被団協が受賞したことは知ら
ない」がタイ41.8%、インド19.4%となっている。

「被団協が受賞したことは知っているが、その活

動内容はよく知らない」は、フランス（26.6%）、
ロシア（21.9%）、韓国（20.9%）で20%台となっ
ている。「被団協が受賞したこともその活動内
容（受賞理由）も知っている」は、7カ国すべてで
10%に満たなかった（図表8）。
　当調査では、第9回調査（2020年）から世界各
国が取り組むべき国際的な課題について質問し
ている。最近の世界情勢を踏まえて、世界各国
で連携して取り組むべき課題は何か尋ねたとこ
ろ、「戦争や地域紛争の終結・抑止」はインドを
除く6カ国で1位となっている。韓国が62.0%
と最も高く、次いでロシア57.0%、フランス
55.7%と続く。昨年は米国、英国、韓国、タイ
で1位だったが、今年はフランスも2位から1位
に上昇している。インドでは「国際テロ組織の撲
滅」が1位となっている。2位には米国で「国際テ
ロ組織の撲滅」、英国、フランス、韓国は「地球
環境問題」、タイ、ロシア、インドは「核兵器拡
散の抑制」が挙げられている。昨年7月に新聞通
信調査会が実施した「メディアに関する全国世論
調査」でも同じ質問をしたところ、1位「戦争や地
域紛争の終結・抑止」、2位「地球環境問題」となっ
ている。
　調査各国で、世界の課題として「戦争や地域
紛争の終結・抑止」を挙げる人が増えていること
がわかる。その背景には、ウクライナやパレス
チナの情勢が混迷を極め、長期化していること
への懸念があると考えられる。
　第1回調査（2015年）以来、これまでに何度か、

図表８　2024年ノーベル平和賞の認知図表８　2024年ノーベル平和賞の認知
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調査各国に、知っている日本人の名前を挙げて
もらってきた。直近では、第5回調査（2018年）
で同様の質問を行っている。
　当調査でも、存命かどうかに関わらず、知っ
ている日本人の名前を一人挙げてもらい、回答
が多かった順に整理分類した。その結果、1位と
なったのは、米国は「オノ・ヨーコ」 、英国、フ
ランスは「昭和天皇」、ロシアは「宮崎駿」、韓国
は「安倍晋三」、タイは「金城武」、インドは「石
破茂」である。2位には「昭和天皇」（米国）、「オノ・
ヨーコ」（英国）、「宮崎駿」（フランス）、「村上春樹」

（ロシア）、「伊藤博文」（韓国）、「深田恭子」（タイ）、
「安倍晋三」「宮崎駿」（インド）が挙げられている。
政治家に限って見ると、安倍晋三元首相はすべ
ての国で10位以内に入っており、2022年に亡く
なってからも高い知名度を維持していることが
わかる。一方、石破茂首相については10位以内
に入っていたのは韓国とインドの2カ国だった。
　以上、今年度の「諸外国における対日メディ
ア世論調査」の結果を概観した。調査実施につい
ては、韓国での調査は、調査の開始時期が非常
戒厳の発令と重なり、調査実施が懸念されたが、
現地調査機関の尽力で調査を完了することがで
きた。調査結果を概観した範囲では顕著な影響
は見られなかった。
　調査対象国については、新しい試みとして今
回、新たにロシアとインドを加えた。インドで
の調査では、他の調査各国と比較して無回答が
多い傾向が見られた。現地の調査機関によると、
インドでは、外国や国際情勢に関心を持つ人は
都市部に集中しており、それ以外の地域では関
心が薄いため、外国に関する質問に対し無回答
が増える傾向にあるという。今回の調査では、

ニュースを視聴する際の媒体やニュースの出所
に関する質問では無回答が少なかったものの、
他国への好感度を尋ねる質問では2〜3割の人が
無回答だった。
　ロシアでは現地の調査機関が独自に、ウクラ
イナ情勢と関連付けて核兵器の使用について質
問し、興味深い結果が得られた。調査結果からは、
ロシアにおける核兵器使用の容認度が他国と比
べて著しく高いことが明らかになった。この結果
について、ロシアの現地調査機関は「核兵器の使
用は、広島・長崎への原爆投下以降、事実上タブー
であり、最近までは、ロシアでも核兵器の使用
は強く拒絶されてきた。しかし、長引くウクライ
ナ情勢のもとで、ロシア国内でも核兵器は受容
され、避けられないものであるという認識が広
がっているのではないか」と指摘している。
　ロシアのウクライナ侵攻が始まって3年が経
過し、現在もさまざまな形で和平が模索されて
いるが、依然として解決の道筋は見えていない。
核兵器の問題は人類全体に関わる重要な課題で
あり、調査各国が核兵器をどのように認識して
いるのかを把握する意義は大きい。今後も、世
界の現状を明らかにするために、定期的に世論
調査を実施していきたい。

〇おわりに
　より詳細な分析については、新聞通信調査
会ホームページの《事業紹介》→《世論調査・研
究会》→《諸外国における対日メディア世論調
査》（https://www.chosakai .g r. jp/pro ject/
notification/#tab2）に掲載しているので、参考
にしていただければ幸いである。

●調査国と調査日程、調査方法、調査会社、調査地域

調査国 調査日程 調査方法 調査会社 調査地域

米国 12月6日〜9日
電話、WEB 調査

併用
SSRS 全国

英国 12月4日〜11日 電話調査 IPSOS UK 全国

フランス 11月18日〜30日 電話調査 CSA 全国

韓国 12月2日〜10日 電話調査 Gallup Korea 全国

タイ 11月18日 〜12月19日 面接調査 IPSOS Thailand
バンコク、チェンマイ、

ウドーンターニー、ソンクラー

ロシア 12月12日 〜20日 電話調査 Extreme　Scan 全国

インド 11月26日 〜12月10日 面接調査 IPSOS UK 全国

※電話調査では、複数回答の質問において、回答に偏りが出ないよう、選択肢の読み上げ順をランダムにした。
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◇  告　知　板
8月の時事世論調査

8月の時事世論調査によると、
石破内閣の支持率は6.5ポイン
ト増の27.3％で、不支持率は5.4
ポイント減の49.6％だった。7月
の参院選に惨敗したが支持率は
上がる結果となった。

調査は全国18歳以上の男女
2,000人を対象として8月8日か
ら11日に実施、有効回収（率）は
1,137（56.9％）だった。

この時期の国内の動きは、
芥川・直木賞共に該当作なし：

第173回芥川・直木賞の選考会
が東京・築地の新喜楽で開かれ、
両賞共に該当作なしと発表され
た。両賞の該当作なしは1998年
の第118回以来、27年半ぶりで、
史上６回目（7月16日）。

自公、参院でも過半数割れ：
第27回参院選で自民、公明の与
党は47議席にとどまり、非改選
と合わせて全体の過半数を割り
込んだ。昨秋の衆院選に続いて
大敗した（7月21日）。

最低賃金が全国で1000円超
の見通し：厚労省の審議会が最
低賃金を時給で63円引き上げる
とする今年度の目安を示した。
額としては過去最大で、すべて
の都道府県の最低賃金が1000円
を超える見通し（8月4日）。

日本人、過去最大の90万人減：
総務省は住民基本台帳に基づく
今年1月1日現在の人口を発表。
日本人は前年比90万人減で、減
少数・率ともに過去最大。外国

米国出身のローマ教皇レオ14世
は演説で、広島市への原爆投下
から80年を迎えたことに関連し、
世界的な核抑止体制を「相互破壊
の脅威に基づく幻想の安全だ」と
批判した（8月6日）。

政党支持率　自民 党の支 持
率は前月から0.7ポイント減の
15.7％だった。野党第1党の立
憲民主党は5.5％と横ばいで、野
党トップは参政党で2.9ポイント
増の7.6％、2番手は国民民主党
で3.7ポイント増の6.8％。連立
与党の公明党は0.6ポイント増
の3.7％で、以下、日本維新の会
は0.9ポイント増の2.4％、共産
党は0.2ポイント増の1.8％。支
持政党なしは4.9ポイント減の
50.0％だった。

国民の景気感　「良くなった」
は 前 月 か ら1.0ポ イ ン ト 減 の
2.9％、「悪くなった」は0.9ポイ
ント増の46.7％だった。時事世
論景気指数は前月から5ポイント
減少して39となった。

暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は0.4ポイント
増の3.2％、「苦しくなった」は2.4
ポイント減の42.9％となった。

人は前年比35万人増の367万人
で最多を更新した（8月6日）。

当時の捜査幹部ら19人「処分」：
大川原化工機事件を巡り、警察
当局は捜査の基本に欠けるとこ
ろがあったとして、当時の警視
庁公安部幹部ら9人を処分。す
でに退職した10人についても「処
分相当」とした（8月7日）。

広島・長崎で平和記念式典：
原爆投下から80年目の節目。広
島の平和記念式典には過去最多
となる120の国と地域から大使
ら参列した（8月6日、9日）。

国外では、
SDGs進 捗「 不 十 分 」： 国 連

は2030年までの達成を目指す
「SDGs」に関する年次報告書を発
表し、「期限まで５年しか残され
ていない中、進捗は極めて不十分
だ」と警鐘を鳴らした（7月15日）。

米、ユネスコから再び脱退へ：
米国務省は米国がユネスコから脱
退すると発表した。米政府がユ
ネスコ脱退を決めたのは第1次ト
ランプ政権以来で、正式脱退は
2026年12月31日の予定（7月22日）。

イチローさん、米野球殿堂：
アジア人で初めて米野球殿堂入
りを果たしたイチローさん。表
彰式典では英語でスピーチした
中で、ただ一度、日本語を発し
たのが「野茂さん、ありがとうご
ざいました」だった（7月28日）。

カムチャツカ半島付近でM8
の地震：米地質調査所によると、
ロシア・カムチャツカ半島付近
でマグニチュード8の地震があっ
た（7月30日）。

日本政府、パレスチナ承認に
慎重：G7のうち英国やフランス、
カナダが9月にパレスチナを国家
承認する方針を表明。日本はイ
スラエルとその後ろ盾である米
国に配慮し、慎重に対応する構
え（8月2日）。

ローマ教皇、核抑止は「幻想」：

時事世論景気指数

2014年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年
129.1 126.0 120.0 131.9 130.0 109.9 25.0 34.6
22年 23年 24年 （9月）（10月）（11月）（12月） 25年
23.1 53.3 51 59 52 42

（1月）（2月）（3月）（4月）（5月）（6月）（7月）（8月）
38 22 19 11 23 42 44 39
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